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比較対象としての佐賀平坦における
兼業農家主体の営農集民の展開構造
K営農集団の長期存続要因に注呂して一
小林恒夫
(海浜台地生物生産研究センター)
Development of Agricultural Group That Part-time Farm 
Household Becomes the Center in Saga Plain Area 
-A Case Study on an Agricultural Group 
Tsuneo KOBA Y ASHI 
(Marine and Highland Bioscience Center， Saga University) 
要約
兼業深化の中で，西日本には兼業農家主体の集落型の営農集団が比較的多く見られる。本稿では，こ
のような性格を持つ佐翼平坦のK営農集団の分析によって，このような営農集団は，構成員農家の農業
の類似性から，構成員農家の集団営農への求心力が比較的強く働くため，オペレーターの世代交替を通
じて長期に存続(再生産)することができたと判断される。また専従的な農外就業においても，週休二
日制の普及など後継者がオベレーターに参加しうる条件が拡大されてきている点も指摘しておかなけれ
ばならない。
しかし同時に，このような営農集団では，機械利用組合によって米麦生産から解放された労働がます
ます農外就業に向かつてしまい，農業生産が高度化・充実化されない欠点をもっ。そして，そのことは
集団転作の効果を減殺する結果をもたらしかねない可能性を秘めている。この辺をどう克服するかが，
これまで長期に存続してきたこのような営農集団がいま臨面している課題であると考える。
Summary 
Agricultural group that part-time farm household becomes center is taken much in West J apan. 
So， 1 analyzed such an agricultural group in Saga Plain Area. As the result， 1 got following 
concIusions. 
1) Such agricultural group has many similar farmhouses. Therefore， the members of that 
agricultural group have strong concentration to their agricultural group. As the result， such 
agricultural group continues for a long time. 
2) But， the members of such agricultural group strengthen more and more character as farm 
household earned main income from other jobs. 1n this situation， development of regional 
agricultere weakens. This is the most important problem. 
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1 .問題状況と諜題
集団的な農業生産組織(営農集団)への農家の
参加率において佐賀県は全国的にも高いほうに属
する(注 1)。その要因としては，①水田基盤整備
と機械化・施設化の進展，②中規模階層農家の分
淳い存在，③低賃金・不安定兼業市場の存在，④
農協・行政による推進等が挙げられる(小林
(1988))。佐賀県の中でも，これらの要閣をとりわ
け強く備えている地域は佐賀平野であることから，
生産組織参加農家率も佐賀平野の農村において特
に高くなっている。
ところで，生産組織の形態や活動内容にかか
わっては，佐賀平野の農業の担い手のあり様は集
落聞でかなり異なっており，その違いの要因が集
落の農家の存在構造に規定されていることを強調
している内海 (1994) の研究に注目しなければな
らない。内海 (1994) は，佐賀平野における 4つ
の集落類型の存在を措定しており，その中で佐賀
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平野の主要な類型の 1つである 1~2ha層主体の
兼業稲作農家群滞留集落においては農業の担い手
の欠如から集落農業の再舗に最も苦慮している実
態、を指摘している。また，このような内瀧(1994)
の研究を援用し，木村 (1995) は，兼業稲作農家
群滞留型集落においては，営農集団の中心となっ
ている機械利用組合のオペレーターをこれまで
担ってきた農業専従的な昭和 1ケタ世代の高齢
化・リタイヤに伴って，オペレーターを農外就業
専従的な青壮年層にバトンタッチすることが困難
となっているため，これまでのような機械利用組
合の在り方を維持することがむずかしくなってい
る実態を報告している。
一方，田代 (1992)は，生産組織(営農集団)
の展開課程を，解散型，再編縮小型，継続(高齢
化)型，拡大型，及び継続(再生産)裂の 5類型
に整理し，継続(再生産)型が西日本の兼業農家
主流のむらぐるみ組織に多く見られることを指摘
している(注2)。
さて佐賀平野に再度目を転じると，兼業農家主
体の営農集団は，たしかに内海や木村が指摘して
いるような深刻な問題点を構造的にはらみ，オペ
レーターの世代交替の困難性によって，そのよう
な集落の多くがこれまでの機械利用組合の在り方
の再編を追られている実態にある。その意味では，
激変条件下にあるこのような営農集団の再編方向
を探ることが生産組織(営農集団)研究に課せら
れた今日的課題であるといえる。
しかし同時に，田代が指摘しているように，佐
賀平野において1970年代以降に多く結成された営
農集団の中で，その後機械利用組合のオペレー
ターの世代交替を可能とし，今日まで20年以上の
長きにわたって当時の活動内容を基本的に維持
(再生産)してきている兼業農家主体の集盟(集落)
も存在する。この側面においては，集間的営農を
再生産する今日的なメカニズムや背景・条件が改
めて検討される必要性が出てくる。
このような状況下で，本稿は，上記の後者の側
面，すなわち機械利用組合のオペレーターの世代
交替をやり遂げて， 20年以上にわたって集団的営
農を継続(再生産)してきている佐賀平野の兼業
農家主体の営農集団(集落)の 1事例を対象に，
調査分析を行い，その長期存続要因を実証的に解
明することを目的とする。
(注1) 1995年農業センサス結果によると，農業生産のための
組織等への参加差是家主容は，全毘平均が7.7%だが，最も高い
のは北海道の24%で，続いて滋賀県の23%，青森県の22%，
山形県の16%と続き，佐賀県は第8位で14%となっている。
(注2) 田代 (1992b)，163-180にあるが，この報告書の佐賀
県の事1Jtl分析は磯回宏氏が担当している。田代は同様の指
摘を間代 (1992a)でも行い， r兼業農家や主婦農家，高齢
農家が，劣弱でこまぎれ約な労働力をだしあってつくった
集聞には，……フラットな関係の中で意外にしぶとい持続
カを示すものもあるJ(218) と述べている。本稿の対象は，
まさにこれに相当する。
2.調査地の概況
調査対象のK集落のある佐賀県小城郡小城町は，
佐賀市の西北部約10kmに位置し，町北部にはミカ
ン地帯の広がる山麓部も相当存在するが，中南部
は純平坦水田地帯となっている。この純平塩水田
地帯は，佐賀平坦(佐賀平野)の西北最奥部に位
置し，そこから南東部に佐賀平野が聞けている。
小城町には佐賀市と唐津市を結ぶ国道203号線と
JR膚津線が並行に走り，また佐賀市(人口約17
万人， 1996年)に近いため，その通勤圏内に包摂
され，そのベッドタウンとしての性格を強めてき
ている。
調査対象のK集落は小城町中南部の純平坦水田
地帯の東南端に位置し，東部は三日丹町，南部は
牛津町と接している(関 5)。佐賀平坦の…角にあ
るため，水田率は100%に近い。かつてのクリー
ク地帯に位置するが，基盤整備後は図5にみられ
るような再編・整備された癌場・用排水路の形態
を呈している。集落の水田面積は約30ha，畑地等
は宅地周辺に若干散在するが，それらは合計して
も1haに満たない。 1985年までは非農家が全く事
在しない農家ばかりの集落だ、ったが，その後1995
年までの聞に 4戸が離農したため，調査時点(1995
年9月)の農家数は18戸である。また，兼業化の
中でも1985年頃までは第 I種兼業農家が大半を占
め，農業的色彩の濃い純農村集落であったが，そ
の後，兼業化がますます深化した結果，今日では
大半の農家が第I種兼業農家となるに至った。こ
うして1985年までは概して変化が少なかったK集
落においても，その後の10年間で，兼業が更に深
化し，これまでなかった離農も出現するというよ
うな，かつてなかった大きな変化が起こっている
ことを確認することができる(表 1)。
もちろん，このような動向はK集落特有のもの
ではなしむしろ佐賀平坦農村の一般的な動向と
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表 1 Iく集落の農家の動向
農家戸数(戸) 耕地面積 イ昔
年次 専業 I兼 I兼 1戸 農家
計 計農家 農家 農家 当り 数
1960 21 13 5 3 3，200 152 
70 22 6 10 6 3，130 142 
75 22 。14 8 3.111 141 
80 22 I 14 7 3，079 140 
(一)
85 22 4 10 8 3，020 137 
(一)
90 21 2 3 16 3，046 145 
(1) 
資料:農業センサス集落カード
注:( )1勾は男子生産年齢人口のいる専業農家数で内数
して把握することができょう。
3 .営農集団の形成条件
(1) 水田基盤整備と機械化・施設化
一機械・施設の共陪利用の形成ー
K営農集団における集団的営農の中身は主要機
械・施設の共同利用・共同作業と集団転作(栽培
協定)の 2つであるが，時期的には前者が先行し，
後者はその後の状況変化の中で後続して成立して
いるため，このような展開過程に沿って，形成条
件とのかかわりで，これら 2つの活動内容をそれ
ぞれ節に分けて述べていくことにしたい。
ところで，集団の活動内容においてこのような
K営農集屈とほぽ同様なあり方を示す営農集団は，
小城町内にも数事例存在する。なかでも小島や門
前の事例は有名である(陣内 (1983))。これらの
集屈が形成される過程において，まず共通して見
られる条件の 1つは水田基盤整備とそれに伴う機
械化・施設化である。表2に示したように，小城
町の水田基盤の整備は， 1963年の炭坑閉山に伴う
鉱害復旧事業に始まり，その後，県営闘場整備事
業，第二次構造改善事業が積極的に取り組まれた
ばかりでなく，暗渠理設による排水改良事業も積
極的に導入されることによって，農地基盤の整備
状況は急速に改善されてきた。その結果，現在で
は町の中南部の平坦水田地帯の水田はほぼ100%
基盤整備を完了するに至っている。 K営農集団の
立地する小城郡農協管内三里地区(支所)では居
場整備面積割合，排水改良事業実施面積割合とも
82年に100%を達成している。
この水田基盤整備とともに推進されたのが自脱
2 
l 
2 
1 
(単位:戸， a) 
入 経営耕地面積規模郎農家数(戸)
0.3ha 0.3~ 0.5~ 1.0~ 2.0~ 3.0h在
面積
未満 0.5 1.0 2.0 3.0 以上
2 5 8 5 l 
つd 5 8 6 
133 1 3 つd 9 6 
28 1 2 5 8 6 
69 2 1 3 10 6 
55 1 4 9 6 
表 2 小城町における水田基盤整備事業の推移
事 業 名 実施年 笑施面積
鉱害復旧事業 1964~72年 272.0ha 
非補助小規模土地改良事業 1968年 4.3ha 
県営器場整備事業 1971~78年 183.0ha 
第二次構造改善事業 1975~78年 43.2ha 
新農橋地区再編事業 1979~81年 25.0ha 
新農構農村地域事業 1981~84年 46.3ha 
新農構石体区画祭理事業 1984年 2.4ha 
新農構靖田中部区画整理事業 1984年 5.5ha 
中山間地域農村活性化総合整備事業 1992~何年 26.0ha 
資料:小城町役場資料
型コンパインと田植機の導入および耕転機のトラ
クター化，すなわち中型機械化体系の導入であっ
た。 1970年代以降における，このような水田基盤
整備とそれに伴う機械化・施設化それ自体は我が
国農業に共通するー殻的な動向であるが，本地域
において特徴的なことは，機械化・施設化が農協
を媒介にしたライスセンター，カントリーエレ
ベーターの濃密な設置とそれにかかわる集落(生
産組合)単位のコンパイン， トラクター等の機械
利用組合の組織化という形態で推進されたことで
ある。
表3は小城郡農協管内(小城町，三日月町，牛
津町，芦刈町の 4I!IJ)におけるライスセンタ一等
共開乾燥調製施設の設置および利用状況を示した
ものである。米過剰を契機に食管制度が改編され，
また米備が据え置かれた1969年にライスセンター
を設置したのを皮切りに，米生産調整開始の70年
に1号カントリーを設置し，その後70年代半ばに
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表 3 共同乾燥謂製施設の設置状況(小城郡4町)
導入 利用規模
五包 設 名 補助 業名
利用農家数 利用問積年次
1969 中部ライスセンター 麦生産対策事業 65戸 60ha 
70 l号カントリ…エレベーター 米パイロット 344 396 
71 東部ライスセンター 麦生産対策事業 96 131 
72 1七音日ライスセンター 構造改善事業 158 205 
J 浜校JI[ライスセンター 高能率団地育成事業 95 115 
73 西部ライスセンター 構造改善事業 152 165 
J 砥川ライスセンター 高能率団地育成事業 290 217 
J 芦メリ東部ライスセンター J 180 217 
J 織島ライスセンター 構造改善事業 138 119 
J 3号カントリーエレベーター 広域米総事業 375 344 
75 5号カントリーエレベーター J 388 405 
76 靖国ライスセンター 構造改善事業 209 80 
96 小城町カントリーエレベーター 農業生産体制強化総合推進対策事業 794 541 
資料:小城郡農協資料 f小城郡農協の概況j
注:利用規模は導入当時のもの
かけて次々にこれらの共同乾燥調製施設を導入し
ていった様子がわかる。その結果，現在では小城
郡農協管内の 9割を越える農家がこれらの共同乾
燥調製施設を利用するまでになっている。また，
このようなライスセンター等共同乾燥調製施設の
濃密な設霞とあわせて，小城郡農協は自らが事業
主体となってトラクター，コンパイン等を積櫨的
に導入し，それらを集落の生産組合(実行組合)
に貸与し機械共同利用組合を組織していった。た
とえば当初管内の145集落中約100集落にトラク
ターやコンパインの利用組合が結成されたといわ
れる。これらの機械利用組合の運営方式はそれぞ
れ様々であったし，その後多くの組合が解体した
り，特定少数グループへと再編されたりして今日
に至っているが， 80年時点で小島，門前， K等の
生産集団において，農協有の貸与トラクター165
台(管内総台数の 7%)，コンパイン144台(向6%) 
が存続していた。
こうして1970年代において農協主導によってラ
イスセンター等の濃密な設置と集落でのトラク
ター，コンパイン等の共同利用組織の形成がタイ
アップされて推進されてきたわけであるが，その
具体的なあり方をK営農集団に却して示したもの
が図 1である。すなわちK営農集盟は小城郡農協
の三盟支所に設置されたカントリーエレベーター
(図3も参照)の施設利用組合に参加する 1つの生
産組合であり，問時に生産組合単位ではトラク
ター，コンパイン等の機械を農協から告用し共同
利用組織(機械利用組合)を結成しているのであ
る。
以上の動向は， 1970年代以降の米生産調整期に
おいて，農協によって管内農家の米麦作の経営お
K営農集問
生産組合(18戸)
組合長 l名
会計 l名
役員 4名
機械利用組合(18戸) I大豆転作組合(18戸)
トラクター 3台 l酪農組合(3戸)
コンパイン 2台
など
図 1 機械・施設利用組織の配置 (1995年現在)
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よび管内地域農業の再縞・強化対策が推進された
ことを意味しよう。すなわち，これまで米麦以外
にみるべき有力作目をもたなかった本地区のよう
な平塩水田地帯の一地域においては，米生産調整
と米価据え置きはそれ自体で大きなショックだっ
たが，加えて60年代末から70年代初頭に同時進行
した自主流通米制度および政府米の類別格差の導
入等の食管制度の改編は，東日本と異なって良質
米生産が困難な立地状況下にある佐賀平坦部には
さらなるショックとして受け止められた。そこで，
このような「米作経済の解体化J(注 1)といわれ
るような米作収益性の悪化と米流通の変化に対し，
本地区の米生産体制ないし経営構造を当時確立し
つつあった中・大型機械化体系に対応させたのが
共同乾燥調製施設利用組合と機械利用組合の結成
という小城郡農協の地域農業再編策だ、ったと評価
することができる。また，これら施設・機械の共
同利用体制が稲麦作の生産コスト節約を通じて米
作経済の悪化傾向に対抗・対応する目的をもって
いたことはいうまでもない。さらに，その後70年
代半ばからの麦作の回復・拡大をもこのような生
産体制に組み込んでトいき，稲麦二毛作経営の機械
化体系を先取り的に実施していったのである。
(2) 農協主導による地域農業組織化の推進
一栽培協定の実施-
K営農集団等におけるもう 1つの集団的営農の
内容は集問転作(栽培協定)である。上述のよう
に， K営農集団等における機械・施設の共同利用
の形成には農協の役割が不可欠であったが，本地
域において集団転作を中心とする栽培協定の実施
を強力に推進してきたのも農協であった。
小城郡農協が提起した水田利用における栽培協
定の推進は「四転輪作方式Jと呼ばれるものであ
る(陣内 (1983)) 0 i四転輪作方式Jとは， 1978年
からの水田利用再編対策の開始による水田面積の
表4 四転輪作方式のモデル
年次 A 団地 B 泊地
第1年目 小麦十大豆 ビー/レ愛十水稲
第2年目 ビール麦十水稲 小麦十大立
第3年目 ビー/レ麦十水稲 ビール麦十水稲
第4年自 ビーノレ麦十水稲 ビールきを+水稲
第5年目 小麦十大立 ビーノレ麦+水稲
2割に及ぶ米生産調整の強化に際し，小城郡農協
によって提起された水田利用方式のモデルである。
これは表4に示したように，四転というのは転作
面積割合を25%に想定した場合のブロックロー
テーションによる土地利用方式の 1つのモデルで
あり，転作面積割合が20%ならば五転， 33%なら
ば三転ということになり，現実的にはもっと多様
でありうる。作付序列としては，転作地以外はビー
ル麦十水稲であり，転作地には転作物として大豆
を作付けするが，作期の関係でその前作は小麦と
するものである。また佐賀平坦は北海道と並ぶモ
チ米主産地であるため，水稲作においてもウルチ
米とモチ米の団地化を組み入れるよう郡農協は指
導している。もし，このように転作作物だけでな
く米作の品種別団地化まで含めた作物全体ないし
土地利用全体にわたる作付協定がなされるならば，
それこそは集団的土地利用の典型事例といってよ
いものである。その意味で，小城郡農協で提起さ
れ推進されている四転輪作方式による土地利用の
あり方は集団的土地利用であるとしてよい。ただ，
小島営農集団などの場合は水稲品種の作付協定ま
で実施され，名実ともに集団的土地利用と評価し
うる土地利用方式を実現しているが，本稿で取り
げるK営農集問の場合は，作付協定はまだ転作
物と麦(ビーノレ麦)に限られているため，厳密な
意味での集団的土地利用とまでは言えない実態に
ある。
減反政策に対する対応が契機であるとはいえ，
この四転輪作方式は生産力的にも大きな意味をも
っ。すなわち，このような土地利用方式は転作方
式としてみても，それまでの零細分散錯間制に規
定された個別的な転作(パラ転)のもつ不合理性
を克服し，合理的な田地的土地利用を形成するも
のであるからである。また1970年代半ばまで後退
させてきた稲麦二毛作方式を回復し，土地利用の
高度化を図るものでもある。さらに稲麦ニ毛作方
C 団地 D 団地
ビール麦十水稲 ビール麦十水稲
ビールきをート水稲 ビー/レ麦十水稲
小麦十大立 ビー Jレ麦十水稲
ビール麦+水稲 小麦十大豆
ビールきを十水稲 ビールきを十水稲
資料:小城郡農協『第2次総合3カ年計酒害J1980年9月， 40]主
夫産組合と機械利用組合を組み込んだK営農集団が
形成されるに至ったのである(図3)。
ところでK営農集闇結成の合意形成にかかわっ
て重要な事柄は f三夜待講J(さんやまちこう)で
ある。三夜待講とは佐賀平坦の農村集落に広く見
られる年齢階層別の親睦的な寄り合い集団である。
K集落には，当時40歳代半ば前後の働き盛りの 5
名(表11のB，C， E， F， Jさん)の三三夜待講
があり，彼らは集落では経営面積の上位暗層に位
置し，しかも生産組合(農事実行組合)の役員等
を務め，集落の農業の中核的存在であったわけだ
が，水田基盤整備の実施と機械利用組合の結成を
推進する担い手群の中心となったのも彼らであっ
た。そして，このメンバーのうちのAさんと Jさ
んの 2名は当時から1995年現在まで機械利用組合
のオペレーターを担当している(表7参照)。
こうして結成されたK営農集団の組織的特徴の
1つは集落の全農家22戸(当時，現在は18戸)が
すべて参加した集落ぐるみの集団であることであ
る。その根拠は以下のように考えられる。すなわ
ち，表11のように，集落で最大の経営耕地規模を
もっ農家はA農家(262a)，稲作面積が一番多いの
はB農家 (259a)だが，この程度の規模では中型
機械化体系でもって自立しうる条件はなく，
農家数の変化が少なく農地流動性が乏しい本地域
では個別的な耕地拡大の可能性も乏しい。彼らを
??
↑亘林
式の夏作の一部に大豆等の畑作物を導入し，地目
変換による田焔輪換方式を導入することによって，
新たな水田土地利用方式を確立していく可能性を
もっO あわせて農地の所有と利用の調整が図られ
ることを通じて経営構造の再編に結び、つく可能性
も存在する。そこで以下，これらの点を具体的に
みていく。
4.営農集団の展開過程と組織構造
以上のような諸条件のもとでK営農集団は形成
され，展開してきた。図2はK営農集団の形成・
展開過程を示したものである。すなわち， 1973年
に石炭鉱害復旧事業と県営圃場整備事業によって
集落内の水回30haの基盤整備がなされ，それを前
提として同年にトラクターとコンパインが導入さ
れ，ここに集落の全農家22戸(1973年当時)によっ
て構成されるK機械利用組合が結成された。なお
K機械利用組合結成の 2年前にK集落を含む町南
部地匿を対象にカントリーエレベーターが設置さ
れ， K集落の農家はこのカントリーエレベーター
利用組合に加入している(函 1及び関5参照)。そ
の後1978年からの水田利用再編対策の実施に際し，
K生産組合はよ述の農協が提起した四転輪作方式
による集闇転作を採用した。こうして，ここに生
花田 (1978)第7主主や安部 (1994)第5章Iを参照。(注 1) 
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図 3 K集落の組織機構 (1995年現在)
合め経営耕地および稲作面積が1ha半ばから 2ha 
半ばの中規模ないし零細規模の農家が過半数を出
め，さらに 1ha以下層も含め全農家が稲麦を栽培
しているため，米作経済の悪化傾向が進行する
1970年代以降においては，集落の農家のすべてが
稲麦作所得の維持・向上を図ることを呂的とする
機械利用組合の結成へ参加する条件をそなえてい
たのである。
また， K営農集団のその他の組織的特徴として，
農家実行組合(生産組合)と機械共同利用組織(機
械利用組合)とが合体している点が挙げられる。
それは生産組合長が機械利用組合長を兼ね，生産
組合の役員(組合長，会計，役員)がすべて機械
利用組合の役員になっている点に端的に示されて
いる(図3)。したがって， K営農集団は機械利用
組合としては機械共同利用にかかわるオペレー
ターの作業編成等の任務を遂行すると同時に，生
産組合としては集団転作を担っているわけである。
では次に，その異体的な活動再容をみてみよう。
5 .営農集団の活動内容
(1) 機械利用と労働様式
①機械利用と労働様式
表5はK機械利用組合の機械・施設装備状況で
ある。これらの機械・施設は農協が事業主体となっ
た補助事業によって導入されたため，所有者は農
協で利用組合がそれらをリースし利用料を納入す
る背ラをとっている。
機械利用組合による共同作業は，稲作では育苗
機械利用の運営
コー集団的の遂営ー:
司一一一一一一一一一条回転作の受託 ωω
表5 K機械利用組合の機披・施設装備状況 (1995年現在)
機 種 型 式 台数 導入年次
トラクター 48ps， 38ps， 3台 1972， 73， 
48ps 89年
コンノてイン 4条メり 2 87， 88年
擦種機 6条 3 80年
石灰散布機 2.1m 1 77年
弾丸排水機 PDllO 2 78年
ローフー MR1700 2 85， 89年
大立播種機 3 89年
大立メリ取機 1条 2 83年
大豆脱粒機 2 86年
大立乾燥機 1 83年
格納庫 165m' 1 81年
資料 :K営農集団資料
と田植と管理作業以外の機械作業(耕起，代かき，
収穫，脱穀，運撮)，麦作ではすべての機械作業で
行なわれ，また転作作物の耕起で行なわれる。稲
麦の乾燥・諦製作業はカントリーエレベーターを
利用する。
共間作業のあり方は基本的には専任オペレー
タ一方式をとっているといえるが，後掲の表11に
見られるように，集落の総農家数18戸の中で，出
られる可能性のある12戸から12人のオペレーター
が出ているため，専任制といっても実際は全農家
参加型に近い在り方をとっているということがで
きる。しかし，これまでずっとこのような全農家
参加型の在り方をとっていたわけではなし一時
は8名に減少した時期もある(表7参照)。その後
それが現在のような在り方をとるに至ったが，こ
の辺の事情については本稿の主要課題と密接にか
14 小林恒夫
レー ター 1名
レー ター I名
菌 4 米麦収穫作業におけるオペレーターの
労働様式 (1995年現在)
かわるため，③で改めて後述したい。
さてオペレーターの具体的な労働様式としては，
適期作業を要求されるコンパインでは臨 4のよう
に， 2名のオペレーターが2台のコンパインをそ
れぞれ操作し， 1名のオペレーターがダンプカー
を担当し，満載された籾をカントリーエレベー
ターまで難入するという形で合計3名のオペレー
ターが組作業(分業)を行なっている。一方， ト
ラクター作業はコンパインほど適期作業を要求さ
れないため，コンパインのような組作業(分業)は
とらず， 3名のオペレーターが3台のトラクター
をそれぞれ独自に操作するあり方をとっている。
②作業料金とオベレーター賃金
専任オペレーターによる機械利用に際し，集団
構成員はオペレーター農家も非オペレーター農家
も各耕作面積に応じて作業料金を支払い，オペ
レーターは機械操作時間に応じて労賃を受け取る
イ士五且みになっている。なお， このようなf土品且み自
体は佐賀県に限らず大方の機械共同利用組織で採
用されている一般的な方式である。
K機械利用組合の作業料金は表6に示したよう
に， 1994年の稲作の耕起・代かきが10a当たり
3，500円，メサ取・脱穀が5，500円，麦作の1993年秋
の石灰散布が600円，弾丸排水施工が600円，耕起・
播種が3，600円， 1994年春の刈取・脱穀が3，500円
となっている。そして，これらの料金水準が，こ
の10年間で石灰散布と弾丸排水施工の場合が3倍
表6 10 a当たり作業料金 (1993/1994年)
(単位:円)
音門日 作業種類 K 集団 標準料金
高官
耕超・代かき 4，000 8，500 
メせ取・脱穀 5，500 18，500 
麦 耕起・播種 3，600 10，400 刈取・脱穀 4，000 8，500 
資料 :K機械利用組合資料，小城郡農協資料，小
城町役場資料
注:麦耕地・播種のみ1993年
化している以外はほぽ維持されていることは注目
に{臨する。
ところで， K営農集団の作業料金の中身はオペ
レーター賃金と燃料費，部品代，修繕費などの流
動費からなる。一方，機械施設の固定費(リース
料)については別途構成員の耕作面積に応じた費
用負担がなされている。したがって，これらの数
値を表6にある本町の標準料金とただちに比較す
ることはできない。後者には機械施設の固定費や
経営者報酬等利潤部分も含まれている可能性があ
るからである。そこで比較のための数値を後掲の
表12で示したが，表6のかぎりでも， K営農集団
の作業料金は稲麦とも標準料金の概して 2分の 1
ないし 3分の 1の水準にすぎないという低水準の
構造をみてとることができょう。なお， K機械利
用組合での作業料金の決め方は，機械利用組合結
成当初は作業費用を作業面積で除して事後的にそ
の都度算出していたが，その後は経験的に一定水
準の料金が形成されるに至ったので，現在では過
去の実績を考慮、しつつ事前に設定する方式を採用
している。
オペレーター賃金は，現在，各作業とも持間当
たり1，200円である。この水準はほぽ地場の臨時雇
用賃金に相当するため，決して高いとは言えない
し，中でも恒常的に農外就業についている
層にとっては特にそうである。しかし，ここでは，
オペレーター数が12人ニ12農家と集団構成員農家
数の 7割近くを占め，これらの農家は「いえJ単
位として見れば，オペレーター賃金を受け取ると
同時に作業委託者としては作業料金を支払うとい
ういわば労働者と地主の二重人格をもっており，
受け取るオペレーター賃金を高くすると支払う作
業委託料も上げざるをえないという仕組みとなっ
ていることに注意したい。したがって，このよう
な矛活の存在の下では，オペレーター賃金を上げ
れば事が済むという状況にはない。
問題は，このような実態をどのように評価し，
性格づけるかということになる。基本的には，労
(V) に対し地代 (R) を優先させる原理の下
で集団的営農が形成・展開していると言うことが
できょう。しかし実際は，上述のように，集自の
大半の構成員農家がfいえj単位で見ればオペレー
ター=労働者と作業委託者二地主というこつの性
格をあわせもっているため，本来は矛盾関係にあ
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るはずの両者の関係が顕在化せず内向化している
実態にある。そして，このことは，多人数オペレー
ター制をとる営農集団のいわば宿命的な性格であ
るということができる。また，実はこのことが，
このような営農集団が矛盾を表面化させずに長期
に存続・展開してきた要閣であると考えることも
できる。したがって，もし構成員農家の性格がこ
れまで同様であり，その{也の変化が基本的に無い
ならば，このような営農集団は今後とも長く継続
する可能性が高いと考えられる。しかし，農家の
性格に変化がでてくるならば，営農集団の組織と
運営方法において再嬬を追られることになろう。
③オベレーターの世代交替とその要部
K機械利用組合は，設立以来，上述のような活
動内容と性格を基本的に変えずに今日まで実に25
年間の長きにわたって継続・展開してきている。
したがって当然，このようなK営農集屈の長期継
続・展開要因は何なのかが，注目されることにな
る。とりわけ注目されることは， 1990年を画期に
機械利用組合の担い手であるオペレーターの世代
交替がスムーズに行なわれていることであるため，
この時期に焦点を当てて検討してみたい。
表7にK機械利用組合のオペレーターの変還を
示してみた。 1973年の発足以来， K機械利用組合
のオペレーターは上述の三夜待請に集う当時40歳
代のE，B， C， F， Jさんの 5名を中心とした
農業専従的な中堅世代によって担われてきたが，
その後K集落で唯一農業専業的な若手の iさんが
オペレーターに参加した以外は，しばらくは上述
の5名を中心としたオペレーターグループの顔ぶ、
れに変化がなかったため，発足後10年の1983年こ
ろになると，オペレーターグループは iさんを除
けばすべて50歳代と60歳代に高齢化し，世代交番
の必要性が現実的な課題となってきた。このよう
な状況下で，85年，86年に43歳のLさんがオペレー
ターとして参加し，次いで87年にはLさんが一時
抜けるのに代わって，それまで3年間オペレー
ターを中断していたCさん (58歳)が復帰すると
同時に， Mさん (54歳)とGさん (47歳)も加わ
るというように， 40歳代， 50歳代の中堅どころが
オペレーターに参加することによって機械利用組
合を維持しつつ， 88年ころから結成当時からのオ
ペレータ一世代が60歳余に達したのを機に引退す
るのに合わせて， b， k， f， dさんといった30
歳代の後継者世代がオペレーターを引き継ぐこと
によって，ちょうど1990年を画期にして， K機械
利用組合はオペレーターの世代交替を成功裏に達
成したのである。なお30歳代の彼らは，それまで
オペレーターを担ってきた昭和1ケタ世代の後継
者世代であり，オペレーター二世と呼ぶにふさわ
しい世代であったのである。
では，その理由であるが，現在のオペレーター
12人の中で，発足当初からの 2人を除いた10人か
ら，オペレーターを引き受けた理由を開き取った
ものを表8に掲示した。
オペレーターの世代交替が1990年前後に行なわ
れたことは今述べたが，当初からのオペレーク一
世代の高齢化を見て，まず1985年にオペレーター
に参加したのはタクシー会社勤務の43歳のLであ
り，次いで87年に参加したのは電気関係会社勤務
の54歳のMと銀行勤務の47歳のGであった。そし
て若干遅れて90年に印刷会社勤務の48歳のPがオ
ペレーターとなった。これらの 5人は当初からの
昭和1ケタ生まれのオペレータ一世代の 1つ後の
世代，つまり昭和2ケタ世代のオペレーターであ
り，現在では50歳代ないし60歳代になる経営主世
代である。さて，昭和2ケタ世代は，オペレーター
参加の理由を，i他の人も勤めのかたわら引き受け
ているのでJ(P)， i組合存続のためJ(G， M) 
と答えている。彼らは，当初からの9名の昭和l
ケタ生まれのオペレータ一世代，いわば先輩世代
に対し 1つ後の後輩世代であるため，当初からの
オペレーターの高齢化に対し，それをカヴァーす
るためにオペレーターとなったと考えられる。
次いでト1990年以降， d， e， f， kに代表され
る，当時30藤代，現在では40歳代の後継者世代，
まさにオペレータ一二世たちがオペレーターに参
加したわけであるが，彼らが「集落の農業を守っ
ていくためJ(d)，あるいは「他出中のお世話に
報いるためJ(k)と，長期的視点で，違和感無く
オペレーターを引き受けている様子が読みとれる。
なおまた，専従的な農外就業においても，週休二
日制の普及や年次休暇制度の改善等によって，オ
ペレーター作業に参加できる条件が拡大してきた
ことも，後継者世代のオペレーター参加の背景と
して重要な事柄と考えられる。更には， bさんの
ように，土日は多忙だ、が，平日が休日となる職種
についており，かえって平日にオペレータ一作業
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表 8 オベレーターを引き受けた理由
G:組合存続のため，勤めのため土日は休めるし，平日でも有給休日夜が取れるので参加
L:皆で協力してやっているので1人だけ参加しない訳にはいかない
M:これまでのオペレークーが高齢化したのに対し，組合存続のため
p:他の人も勤めのかたわら引き受けているので
b :①設かがやらねばという使命感から，②慣習・伝統化
d:集落の農業を守っていくため必要だから
e 殺の引退に対し交替
f :婿養子のため農業を知るために引き受けた
i 後継者だったから
k:(i)kさんが他出中機械利用組合のオペレーターに支えられていたためUターン後はそれに幸匠いるため，
52慣習化し当然と考えるので違和感はない
資料:1995年調査結果より
に出られる人もあり，このように各人がそれぞれ
の条件を生かしつつ，オペレーターに参加してい
ることにも注目したい。
以上のように， K機械利用組合のオペレーター
の世代交替は，極めてスムーズに行なわれたこと
が分かる。そこで問題は，その要因ないし背景で
ある。
それは通俗的な表現だが，集落の構成員農家の
まとまりの良さであり，そして，そのまとまりは，
構成員農家の農業経営の類似性，兼業農家として
の類似性，各世代層(年齢別)の共食集団ニ三夜
待講の寄在(陣内 (1983))，吏には戦前向一地主
のIJ¥作人が多かったこと，などに起臨しているも
のと考えられる。
それは第1に， K集落の構成員農家の保有耕地
面積にはもちろん差があるが，しかしその差は相
対的には大きなものではなく，今日ではすべて中
規模ないし零細規模と言わねばならず，まずこの
点、で概してフラットな農家が存在していたという
ことができる。また，それに規定されて，農業経
営の中身としても，全農家が中規模ないし零細規
模の稲麦経営という類似の経営内容をもっている。
第 2に， H農家とM農家は高齢専業農家なので，
実質的に専業的に農業を経営する農家は施設園芸
(花井)を営む I農家のみであり，その他の農家の
大半は第I種兼業農家である。つまり K集落は第
I種兼業農家が大半を占める兼業農家集落(集団)
であり，このような点でも大方の農家が類似性を
持っているのである。
第3に，佐賀平坦の農村集落に広く見られる年
齢期の親睦組織である「三喪待講JがK集落にも
存在し，機械利用組合結成において当時40歳代の
三夜待講が大きな役割を果たしたことは既に述べ
たが，彼ら昭和 1ケタ世代の高齢化に伴うオペ
レーターからのリタイヤに合わせて，今度は上記
後継者世代が彼らの三夜待講における日常的な話
し合いを基礎として，違和感なくスムーズにそ
ろってオペレーターの交替を引き受けたわけであ
る。
第4は， K農家は戦前約30ha規模の大地主であ
り， K集落の農家はその小作人であったと聞く。
この点、がまたK集落の「まとまりのよさJの遠因
ともなっていると考えられる。
(2) ブロックローテーション方式による集閤転
作とその担当者
機械の共同利用・共同作業の実施に加えて集団
転作の実施がK営農集団の 2番目の主要な活動内
容である。集団転作の実施は，転作面積割合が強
化された1978年からの水田利用再編対策の開始を
とし，先述の郡農協からの「回転輪作方式J
の提起を契機としている。また集団転作の方式は
ブロックローテーション方式だが，このような転
作団地を比較的スムーズに形成しうるような水田
の耕地基盤がすでに整備され，さらに転作作物の
耕起作業を担いうる機械利用組合がすでに結成さ
れていたことも集団転作実施の大きな要因であっ
た。
まずブロックロ…テーション方式による集団転
作の実態からみてみよう。図5に1990年以降今日
までの推移を示した。転作団地は割当面積と農家
の経営面積，さらには岳地に入った農家の稲作面
横等との兼ね合いから必ずしもスッキリと 1カ所
にまとまっているわけではなし 2カ所からなる
夫恒
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も行なわれていたが，担い手の高齢化と経営悪化
でK集落では87年時点、で酪農家は 3戸に減り， 95 
年時点でも表10に見るように， 3戸が継続してい
るが，担い手の高齢化に伴って頭数を減らしてき
ているという実態が反映されているものである。
他方，転作作物としては花井栽培面積が存在し，
それは近年増加領向にある。それは， I農家とO
農家の 2戸が花井栽培をしているためだが，なか
でも専業的に花弁栽培を行なっている I農家が花
芥栽培の施設を拡大していることの反映である。
これらの動向の結果， 86年以降は上記の飼料作面
積が急減したため，花井栽培面積が大豆作面積に
次ぐ第2の転作作物となり， 95年以降は飼料作物
の消滅により， K集落の転作作物としては土地利
用型の比較的組放作物である大豆と，施設ものの
花井の両横に分化した在り方をとってきていると
図5
年もある。 89年以前の実態は小林 (1990)にゆず
るが，これまでを全体としてみると， 78年の集団
転作の開始から例年までの 7年間で集落の約30ha
の水田がすべてー囲は転作団地となって一巡し，
その後も同様に85年から89年で再巡回し，更に図
5に見られるように90年から95年にかけて再々巡
回し，これまでに 3回転している。
次いで‘転作作物とその担当者についてみてみる。
表9は転作作物を含めたK営農集団におけるすべ
ての作物の作付面積の推移を示したものである。
転作物は大豆，飼料作物，花井などであるが，最
も面積が大きいのは大豆である。飼料作物は84年
までは 1haを超えていたが，その後面積を減少さ
せ，ついに1995年で消滅し，今後とも作付はない
とされている。それは，後述のように，かつて佐
賀平野において盛んであった水田酪農がK集落で
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表 S 作付作物の冨積の按移 (K営農集団)
(単位:a) 
夏 i乍 冬{乍
年産 転作作物 ビール麦
水稲
など大豆飼料花など
1979年産 2，666 186 104 44 3，054 
80 2，522 337 94 44 3，054 
81 2，499 275 182 44 3，054 
82 2，475 342 121 54 2，805 
83 2，392 441 121 53 2，832 
84 2，302 480 110 60 2，788 
85 2，471 329 80 64 2，822 
86 2，444 373 53 66 2，741 
87 2，269 566 41 63 2.741 
88 2.241 606 30 63 2，710 
89 2，248 594 43 66 つ
90 2，227 590 29 91 つ
91 2，235 586 15 101 2，496 
92 2，282 438 23 38 2，647 
93 2，092 462 22 39 2，597 
94 2，572 73 39 39 2，531 
95 2，348 290 145 2，262 
資料 :K営農集悶資料
注 1:麦はその年の春に収穫されたものを示す
注2:冬作には館料作物が若子含まれている
いうことができる。
転作作物の大宗をなす大豆の栽培においては転
作地の所有者と耕作者は全く別人であり，まさに
耕地の所有と利用が分離されている点が転作にお
けるK営農集団のまず第1の特徴である。これは
借地のー形態であるともいえるが，いわゆる農民
膚分解によって特定農家が利用権を集積して規模
拡大を行なうという一般的な借地のあり方とは異
なっている。そして，このようなあり方をとる根
拠は， i集落ぐるみ集団jとしてのK営農集団の基
本的性格に求めることができる。
転作における第2の特徴は，転作の大豆作がK
営農集団構成員農家全戸による共同経営とされて
いる点である。大豆作の共同経営の作業に誰が参
加しているかは表11に示したが，図 l及び圏3に
も示したように，全農家が大豆転作組合を結成し，
転作団地の大立の栽培を請け負って共同経営を行
なっているのである。なおかつてK集落の酪農経
営が一定の展開を見せ，転作作物として飼料作物
が一定面積作付されていた10年ほど前までは，こ
れら数個の酪農家と上記花井経営農家の I農家は
大豆転作組合には参加していなかったが，酪農経
営が縮小し転作作物として飼料作物が出滅した今
日では，艶農家も大立転作組合に参加し， 1農家
も含めて全農家が転作大立の共同経営に参加する
ようになっている。
さて，転作の大豆栽培に参加しているメンバー
は，表11のように25人であるが，彼らの顔触れは
ほぼ固定化しているようである。そして，これら
メンバーの出役労働時間に応じて報酬を分配する
仕組みになっているが， 1993年の場合， 25名中出
役労働時間の最も多かった人は48時間，最も少な
かった人は2待問であったが，農家単位でみるとほ
ぼ平均的になって大きな差はなくなっている。
大豆の単収は1980年代は300kg前後(表15)で
県・町平均を上回っていたが， 90年代に入ると，
その半分に減少してきている。その原田は天候不
JI国による発芽不良と言われているが，自然条件の
せいだけにできない栽培技術上の問題点があるよ
うに思われるが，この点の解明は今後の課題とし
たい。
ところで転作の田地化を支える条件として宜助
方式に注意しておく必要がある。全国的にみて，
転作における互助方式の採用率は水稲単収と正の
相関があるとされる(中安 (1983))。その根拠は，
東北，北陸，北九州等の米単収の高い地域は米作
依存割合が高く，かつ遠踊地帯として農外就業条
件も狭陸なため，転作が極めてむずかしい状況下
にあるからである。つまり農業(家)所得におけ
る稲作所得の重さにある。北九州の中でそのよう
な性格を最も強くもっている地域は佐費県，なか
でも佐賀王子坦水団地域である。その意味で， K営
農集団を含む小城郡等の佐賀平坦部での転作にお
ける互助方式は，このような現段階における転作
方式の性格と問題点を体現しているものである。
そこで，この点をK営農集団において具体的にみ
ると以下のようである。
K営農集団では転作団地提供者(その水田の経
営者)に稲作所得相当額として米6俵分が支払わ
れる。これは稲作所得補償としての性格をもっ。
見方を変えれば稲作所得相当分の 6俵分が「稲作
権J(鈴木 (1982)) として「地代J化されている
とみることもできる。そして米6俵分と転作奨励
金との差額が互助金で埋め合わされる。次いで，
この互助金の総額を総耕作面積で除した金額を拠
出金として全農家から耕作面積に応じて徴収する
のである。この点を1993年の場合で見ると， 10 a 
20 小林恒夫
表10 互助金・拠出金の推移
(K営農集団・ 10a溺たり)
(単位:円)
年次 米61表分 転作奨励金 互助金 拠出金(支払い) (徴収)
1981 105，618 73，200 32，418 4，768 
82 106，638 73，200 33，438 5.682 
83 108，912 74，600 34，312 6.375 
84 111，270 66，000 45，270 8，102 
85 111，270 66，000 45，270 10，108 
86 111，270 66，000 45，270 10，316 
87 111，270 52，000 59，270 13，468 
88 99，690 52，000 47，690 12，602 
89 104，664 52，000 52.664 13，950 
90 97，664 45，000 52，664 13，900 
91 97，664 45，000 52，664 13，808 
92 90，720 51，000 39，720 12，810 
93 87，800 27，000 60，800 11.763 
94 87，800 7，000 80，800 3，361 
95 50，000 
資料 :K営農集団資料
当たり米 6俵分の金額が87，800円だ、ったため，こ
れを転作閏地提供者に「地代jとして補償するた
めに，それから転作奨励金27，000円を差し号|いた
互助金60，800円を全農家で fとも補償jするため
に，この互助金の総額をK集落の全農家の総耕作
面積で除した10a当たりの金額が11，763円となる
ため，これを全農家から耕作面積に応じて「拠出
金jとして徴収したということである。この場合，
「地代」は稲作所得椙当額以外の何物でもなく，転
作作物の所得は全く考慮されていない。このよう
に互助金算定において転作作物の収益を考慮しな
い事例は現在のところ全国的にも圧倒的に多い
(中安(1983))。しかし，こうした方式については
問題点が残る。つまり，現在，一方で転作面積割
合は漸増する可能性があるのに対し，転作奨励金
は減少傾向にあるため，その他の条件に変化がな
いならば，互助金及び拠出金の額はどんどんふく
れ上がっていかざるをえないからである(表10)。
したがって早晩，稲作所得の割合の見直しゃ転作
作物の収入の組み込みが迫られることになろう。
そして，その場合に，転作大豆の収量問題が大き
くかかわってくること うまでもない。
6 .構成員農家の性格と集団活動の経常的効果
K営農集団の基本構造と活動実態は以上のとお
りであるが，次に課題となるのは構成員農家の個
別経営・経済の視点からの分析である。そこで本
節では，構成員農家の個別農業経営ないし個別農
家経済の実態とそれらにとっての集団活動の意義
について考察する。
(1) 構成員農家の性格
K集落の農家構成を経営耕地面積JI霞に示したの
が表11である。経営面積が最大規模の農家はA農
家で， 262 aであるが，これは今日では決して大規
模とは言えない。また，このA農家を筆頭に 2ha 
規模の農家が 6戸存在し， 1 ha以上の農家が14戸
と集落農家数の大半を占めており，中規模ないし
零細規模を中心とした比較的フラットな農家構成
となっている。なお l戸当たり平均経営面積は
1.59haである。
そしてK集落の農家は共通して米と麦を栽培し，
米麦の主要作業が機械利用組合によって担われて
いることは上述したとおりである。なお佐賀平野
は北海道と並ぶモチ米主産地であり， K集落を含
む小城郡内もモチ米の作付が比較的多い地域であ
ることを反映し， K集落の稲作付面積の 5割近く
がモチ米となっている。
次いでトみられるK集落の特徴は水田酪農経営の
存在である。佐賀平坦は戦後いちはやく水田酪農
が展開し，それに注自した調査研究も多くなされ
た地域であるが，しかし同時にそれが最も急激に
衰退した典型的な地域でもあるとされる(西谷
(1978))。その中で，小城町の酪農経営は1985年で
10戸， 120頭(2歳以上90顕)に激減しているが，
そのうち 4戸がK集落に属していた (95年には 3
。其体的にはA農家は成牛15頭， F農家は同6
頭，耳農家は同12顕であり，現在ではいずれも中
小規模経営に属するが，これまで長く水田作と結
合した水田艶農経営として存続し，営農集問の集
団転作の重要な作物としての飼料作物栽培を担い，
また，そのさい堆厩肥を集落の水田に広く投入す
ることによって地力維持機能を果たし，同時に四
転輪作による田畑輪換農法を補完・充実させ，
に3戸の経営主はともにこれまで機械利用組合の
オペレーターを担当するなど，営農集団の中核的
部分としてその存在意義は大きかった。そしてK
集落の酪農は 1戸当たり頭数を1960年の2.2頭か
ら75年に6.3頭， 85年に15.6頭と増頭させてきた
が，依然中小規模にとどまり，しかも，その主た
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る担い手が昭和 1ケタ世代であったため，彼らの
高齢化及び酪農経営の悪化の下で， 85年以降は飼
養農家数が減少するだけでなく乳牛頭数も減少し，
95年では 1戸当たり頭数は14.6頭になっている。
85年以降の転作飼料作物作付面積の減少(表9) 
は，このような動向の反映にほかならないo K集
落の諮農がlつの転機にさしかかっていることを
うかがうことができる。事実， A農家の後継者は
艶農にはタッチせず運送会社に勤め， F農家の後
継者も農協勤務というように，後継者には酪農継
続の意志はなさそうに見える。したがって昭和1
ケタ世代の農業引退に伴って， K集落の酪農は消
滅する可能性が極めて高い。
また， K集落の特徴としては，後述のように全
般的な兼業深化の中で唯一農業専従の後継者夫婦
を保有している I農家の幸子在が注目される。 1農
家はもともとは経営主が工務屈に永年勤務する第
I種兼業農家だ、ったが，後継者が農業高校を卒業
後アメリカ研修(2年間)を経て自家就農するこ
とによって実質専業農家化した。現在，後継者は
花井(花壇苗中心)を専門とし， 1994年に有眼会
社化し，常勤者1名(男子)，臨時者10名(女性)
を雇用しつつ，花井用施設を拡大中である。また
後継者 iさんは父親に代わって1977年からK機械
利用組合のオペレーターに参加し，これまで20年
間オペレーターを続けK営農集団を中心的に担っ
ていることは特筆すべき事柄である。
なおH農家とM農家は専業農家だが，老人専業
農家であるため， K集落で実質的に専業的に農業
を経営しているのは上記I農家のみである。
それ以外の農家では後継者がすべて専従的に農
外就業についているばかりでなく，経営主の多く
も常勤的な農外就業についている。更に，それの
みならず，表出は省略したが，経営主の妻や後継
者の妻の多くも農外就業に出ている。したがって，
これらの兼業農家は，ほとんどが第I麓兼業農家
と考えられる。
こうしてK集落は経営面積の差はあるものの，
I農家を例外として，米麦等の土地利用型大規模
経営は存在せず， 1~2ha台の中規模ないし零縮
規模の農業経営を営む兼業農家が大半の集落であ
るということができる。
K集落の構成員農家の性椙を以上のように把揮
できるとするならば， K営農集団が全戸参加型で
あること，機械利用組合が多人数オペレーター制
をとっていること，転作大豆栽培が全農家参加型
の共同経営形態をとっていることなどの根拠も，
その線上において理解することができょう。すな
わち， K集落の農家はすべて経営面積が中規模な
いし零細規模であるため，米麦において個別的展
開によって自立することは不可能であり，この程
度の経営規模，しかも米麦価の据え置き・引き下
げのもとでは逆に米麦作収支は悪化してきている
状況にあるため，むしろ米麦作の委託を希望する
農家がいるのが実態である反面，このような米麦
経営を引き受ける大規模経営農家が集落内にいな
いため，集落を単位として米麦作の生産規模を実
質的に拡大し米麦経営費の節減を図り米麦所得を
維持することを自的とする機械利用組合を結成す
るという方向を選択したわけだが，その場合に機
械利用組合に全農家が参加した根拠としては，そ
のようなメリットをK集落のすべての農家がほぼ
共通して持っていたためであると考えることがで
きる。また機械利用組合のオペレーターが多人数
である根拠も，構成員農家の米安経営面積が詑較
的類似しているため，彼らの組合へのかかわりも
ほ段共通しているからであると考えることができ
る。更に，転作大豆栽培が全農家の共同経営形態
をとっている根拠も，同様の事情によっており，
K集落には転作を引き受けられる土地利用型の中
核農家層が存在しないために，全農家で行なわざ
るを得なかったのである。 1農家は土地利用型で
ないし，またK集落で唯一の専業農家であり，む
しろ例外的事在なのである。
(2) 営農集団の経営的効果
一米・麦・大豆の収益性分析ー
構成員農家の個別経営にとって集闇活動の経営
的意義は何か。それは機械共陪利用によるスケー
ルメリットの発揮とその結果としての米麦の生産
費の節減，共同作業による作業効率の向上，およ
び作付協定による転作作物(大立・飼料作物)の
収量増加と安定化である。
スケールメリットの発揮は米作において明確に
認められる。すなわち現在の中型機械体系 1セッ
トの適正稼働面積が 6~7haであるとされている
(倉本 (1988))ことからすれば， K営農集団の場
合は， 1995年の水稲作面積約24ha，麦作面積約23
比較対象としての佐賀平坦における兼業農家主体の営農薬団の展開構造 23 
表12 米の収益性 (10a当たり) (単位:円)
集問|佐賀県 九州平均 九
チト| 都府県 都府県
員D農家 王子 均 1.5~2ha 平 均 1.5~2ha 
作付蕊積 196.0 a 90.7 a 71.1 a 169.2 a 82.1 a 169.4 a 
籾収主主(出)A 166.545 175，665 164.797 170，340 169，166 176，045 
穣商費 2，080 1，765 2，136 1，813 2，906 2.248 
肥料費 6，662 6，922 9，669 10，137 11.092 10，925 
物 農薬費 9，994 13，109 11 ，024 10，089 7，743 7.027 
光熱動力安 335注2) 2.777 3，465 3，448 3，473 3，460 
諸材料費 483 1，559 1.823 1，264 2，283 2，032 
員オ 貸借料料金 14. 470it3) 9，834 8，412 6，588 9，402 6，815 
水利費 600 3，320 4，427 3，496 5，784 6，350 
土地改良費 2，769 3，149 3，483 1，909 4，292 3，543 
10，153 35，656 43，365 29，101 45，346 39，382 
具費組合 3，239削)
言十 B 50，785 78，091 87，804 67，845 92，321 81.782 
A B 115，760 97，574 76.993 102，495 76，845 94，263 
所得 115.760 96，069 75，823 10l.888 75.874 93，445 
所得率 69.5 54.7 46.0 59.8 44.9 53.1 
資料 :D農家のものは86年産についての実態調査，その他は幾水省、『全校生援資調変.186年産会務王室農家
注 1 粗収益には磁産物は含まない
注2:旧植えと防徐の個人作業に隠するもの
注3:機械利用組合の作業料とカントリーエレベーター利用料
注4:現夜の共有機械設の分担金と購入予定コンパインの積立金で，補助金圧縮計算
ha(表 9ないし表11参照)に対し，中型トラクタ
3台，自脱型コンパイン 2台が使用されているか
ら 1台当たり耕作面積は， トラクターが 7~8
ha，コンパインが約12haとなり，適正面積水準な
いしそれ以上の操業度を確保しているものと判断
される。その結果は米の機械費用の節減効果とし
て現れている。この点を示したのが表12である。
これは1986年産について調べた若干古いデータ
(小林 (1990))ではあるが，機械費用にかかわる
賃措料と農機具費の合計でみて， I米生産費調査J
10 a当たり佐賀県平均4万5千円，九十1'平均5万
2千円，同1.5~2.0ha 3万 6千円，都府県平均5
万 5 千円，同1. 5~2.0ha4万 6千円に対し， K営
農集団構成員であるD農家(表11参照)の場合は
2万 8千円と明らかな差が認められる。このこと
は上述した表6の待業料金の安さに現実的には示
されており，実際K集団構成員農家の多くが「作
業委託料金が農協標準料金の半分で済んでいるj
と自答していた。その結果，物財費合計でみて，
る。これらの差が結局所得差となって現れ， I米生
産費調査j の場合の所得 6~9 万円台に対しD農
「米生産費調査」の佐賀県平均7万 8千円，九州平
均 8 万 7 千円，同1. 5~2.0ha6万 8千円，都府県
平均 9 万 2 千円，間1.5~2.0ha8万 2千円に比べ
D農家の場合は 5万 1千円と大幅に低くなってい
表13 ビール麦の収益性 (10a当たり)
(単位:円)
集団構成員 佐賀県 九州
D農家 平均 平均
作付面積 238.0呂 125.7 a 15l. 4 a 
粗収益 A 63，819 52，322 43，008 
種苗賀1 2，353 1，498 1，801 
肥料費 1，435 8，571 8，285 
4初 農薬費 555 1，990 914 
光熱動力変 19 1，823 l.411 
諸材料費 28 
員オ 貸借料料金 14，277 6，291 9，308 
水利費
土地改良資 1，846 1，825 818 
費 農機i個 5，483 24，509 18，329 
具費組合 2，159 
計 3 38，127 46，507 40，894 
A - B 25，692 5，815 2.114 
所 得 25.692 5，596 2，023 
所得率 40.3 10.7 4.7 
資料:DIA芸家は86年産の実態調査
その他は農水省 5麦生産費調査j86年産
注1 収益費用の内容は表12と同様
a: 2 :籾収裁には奨励金は含まない
都府県
平均
105.6 a 
55，370 
2，527 
8，775 
1，034 
2，066 
182 
3，848 
937 
18，904 
38，273 
17，097 
16，883 
30.5 
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表14 作業時間の一例 (10a当たり)
K集団 都府県 九州 小島集団
1981年 1981年 1981年 1983年
稲作耕起 2.4時間 8.5 9‘2 1.5 
H メ日取 6.9 15.1 16.6 4.0 
麦作耕起 2.0 3.1 3.2 
M メリ取 3.9 11.9 9.6 
K集団 全国 九州 小城壁I
1993年 1993年 1993年 1993年
稲 32.0時間 39.6 42.1 43.0 
麦 8.5 7.4 13.5 10.0 
資料 :K機械利用組合作業日誌，米麦生産主当言問交J(農水
省の全調査段室長)，佐賀農業コンクール大会参加誠議
(小城農業改良普及所)，横尾漆夫 f米麦二毛作地帯
における水田利用方式の転換J，昭和62年度目本農業
経営学会春季大会報告書， 1987， p.32 
8: :変はどーjレきを
家のそれは11万円余となっている。この点をさら
に所得率でみるならば， r米生産費調査jの場合が
40%から 50%台(九州1.5~2.0haは61% と比較的
ユ)であるのに対し， D農家の場合は70%を維
持している。ここに機械利用組合の結成・展開の
最大の意義があるとみられる。
他方，麦については，残念ながらそのときの調
査結果からは機械費用節減効果が必ずしも明白に
は認められなかった。それは表13に示したように，
D農家の10a当たり物財費3万8千円が「麦生産
費調査」の佐賀県平均よりは低いものの，九州平
均及び都府県平均とほぽ伺水準になっているから
である。その要因については， D農家の場合の賃
借料とりわけカントリーエレベーターの利用料金
の高さにあるように思われるが，その詳細につい
ては目下不明である。しかし，このことから麦に
ついては機械共同利用によるスケールメリットが
発揮されていないと即断することはできない。そ
れは，たとえばK営農集屈とほぽ同様の機械共同
利用を行なっている小城町内の小島営農集団の調
査結果からは麦の生産費節減効果が認められてい
表15 大軍の10a当たり収震の推移
1984 1985 1986 1987 
K営農薬団 169 298 260 300 246 
小島営農集団 310 297 226 315 246 
城 IlJ 176 232 145 261 188 
佐 賀 祭 158 164 92 191 140 
資料 K，小島営農集団資料， r佐賀農林水産統計年幸創
設:空機は不明ないし米調まま
るからである。すなわち，串木 (1988)によると，
小島集団の同年産のビール麦は10a当たり粗生産
額77，610円，物財費26，176円，所得51，434円，所
得率66.3%とされており，物財費軽減，所得維持
効果が認められる。
機械の共同利用は専任オペレーターによる協業
及び分業体制(組作業)で行なわれるため，米麦
作ともその作業効率は高い。表14はトラクターと
コンパインの作業時間をみたものだが，その効率
の高さは明白で、ある。ただ、作業効率についてはK
営農集団ではまだ水稲の作付協定がなされておら
ず，ウノレチ・モチ品種が構成員農家の各間場ごと
に入り組んで、いるため，コンパインがそれら品種
の熟期にそって細切れ的に移動するための作業ロ
スが見られるという欠点を残している。ちなみに
水稲作においても品種別団地が形成されている小
島集団では，水稲刈取時間において九州平均16.6
時間，久蘇集団6.9時間に対し， 4時間と更に短縮
さiーしている。
こうして，米麦の機械費用が節減され，また共
同作業によって作業効率の向上が圏られているこ
とが，機械利用組合の経営的効果であると結論づ
けることができる。
一方，ブロックローテーション方式による団地
での転作作物の大豆の栽培は，共同経営による集
団栽培・管理とあいまって，たしかに1880年代に
は単収の安定的増収をもたらした。すなわちK集
団では1984年から1989年まで、は300kg前後の大豆
の単収を記録し，それは県・町平均を上回る高い
成果であった。ところが， 1990年代にはいると，
大豆単収は100kg台に半減してしまっている(表
15)。その原因は天候不願による発芽不良と説明さ
れているが，緊急に解決を迫られている課題と
える。というのは，大豆の単収の動向は，上述の
ように集団転作を遂行するための重要な経済的条
件の lつとなっており，集団転作の将来性を左右
(単位:kg:) 
1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 
320 272 132 152 136 101 189 
264 230 158 107 243 78 210 
216 200 142 74 207 74 144 
比較対象としての佐賀平漫における兼業農家主体の営農集団の展開構造 25 
する性格のものであるからである。そこでの検討
課題は，単収を左右する栽培方式の在り方である
が，その際，これまで通りの全農家出役制による
共同経営方式が良いのか，小島集団のような特定
農家による受託方式が良いのか，といった点の検
討も改めて必要となろう。
7 .兼業農家主体の集落型営農集団の長期存続要
因と今日の問題点
本稿の毘的は，多様な営農集団の中で，西日本
に比較的多く見られる兼業農家主体の集落型の営
農集団の長期存続要国を実証的に解明することに
あった。すなわち， K集団の実態分析から，農家
のほとんどが兼業農家，しかもそのほとんどが第
I種兼業農家であり，また彼らの農業が概してフ
ラットな中規模ないし零細規模の土地利用型農業
であるような集落において，ほぽ全員が参加した
集落型の兼業農家主体の営農集団が形成された場
合，構成員農家の農業の類似性から，構成員農家
の集団営農への求心力が比較的強く働くため，こ
のような営農集団は形態や内容を余り変化させず
に長期に存続することができたと考えられる。ま
た専従的な農外就業においても週休二日制の普及
など，後継者がオペレーターに参加しうる条件が
拡大されてきている点も指摘しておかなければな
らない。
しかし，他方で，このような集団では，機械利
用組合によって省力化され解放された米麦生産か
らの労働力がますます農外就業に向かつてしまう
ため，農業生産が高度化されないという欠点をも
っ。最近における転作大豆の単収低下もそのこと
と無関係とは思われない。そして，このことは集
団転作の効果を減殺するのみならず，将来の集団
転作条件を切り崩すことにもなりかねない重大な
問題点を内包している。このような点をいかに克
服するかが，これまで長期に存続してきた兼業農
家主体の集落営農集団がいま富田している課題で
あると考える。
付記
本稿は， 1995年の調査に基づいて小林 (1990)
のI章を大幅修正したものである。今回のK集落
の調査に際しては，その準備段階では田中丸晴雄
(K集落生産組合長)及び古賀隆久(元小城町役場
農政係長)，市丸喜久(佐域農業改良普及センター
技師)の，また 9月の農家調査では自武義治(佐
賀大学農学部助教授)と同農業経済学教室の院生
の光石智則，金子彩友， 4年生の尾崎純一，兼光
里果，小柳さゆり，戸島亜希子，中越友香，村井
裕樹の各氏の協力を得た。また，とりまとめの段
階で金丸清(小城町役場農政係長)から新しい資
料の提供を受けることができた。本稿をまとめる
ことによって，以上の方々への感謝に代えたい。
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